11/６月議会へ④　被災者支援システムの導入について
　１９９５年の阪神・淡路大震災で壊滅的な被害を受けた兵庫県西宮市が独自に開発した「被災者支援システム」は、災害発生時の住民基本台帳のデータをベースに被災者台帳を作成し、被災状況を入力することで、「り災証明書」の発行から、「支援金」や「義援金」の交付、救援物資の管理、仮設住宅の入退居など一元的に管理できるシステムです。

　

　同システムを全国の地方公共団体が無償で入手し、災害時に円滑な被災者支援ができるよう、総務省所管・財団法人「地方自治情報センター」（LASDEC）が、２００５年度に「被災者支援システム」を、地方公共団体が作成したプログラムを統一的に登録・管理し、他の地方公共団体が有効に活用できるようにする「地方公共団体業務用プログラムライブラリ」に登録し、２００９年１月１７日には、総務省が「被災者支援システムVer2.00」を収めたCD-ROMで全国の自治体へ無償配布しました。

　今回の東日本大震災後3月18日には、民間事業者でも利用できるように、システムの設計図であるソースコードを公開（オープンソース化）しました。

　

　しかし、この度の東日本大震災前までに同システム導入の申請があったのは約２２０自治体にとどまり、被災した東北地方ではほとんど導入自治体はありませんでした。

　今回の震災後、被災者の情報を一元的に管理する被災者台帳の必要性への認識が高まり、同システムの導入の申請をする自治体が増え、5月26日現在で300に達したと伺っています。

　災害時発生時、何よりも人命救助が最優先です。しかし、その後はきめの細かい被災者支援が求められます。中でも家を失った住民が生活再建に向けてなくてはならないのは「り災証明書」です。

　「り災証明」を発行するためには、住民基本台帳と家屋台帳、そして被災状況を確認して新たに作成した調査結果、この３つのデータベースを突き合わせる必要があります。

　我がまちにおいても事前に確認したところ、この３つのデータベースは独立して存在します。仮にこの度のような大きな災害が起きた場合、我がまちにおいても大量の「り災証明書」の発行が必要となると思われますが、今のままでは確認作業に手間取り、被災者を長時間待たせる等負担を強いることになりかねません。

　震災後に同システムを導入した宮城県山元町では、システム導入によりこの3つのデータベースが統合され、ここに住家の被災状況を追加すると、「り災証明書」がスムーズに発行でき、「り災証明」の申請件数に対する発行件数はすでに約９割にのぼっています。同町保健福祉課によると、「一度情報登録してしまえば、一元管理により義援金の支給などについても、再度、申請の手続きはいらない。行政にとっても住民にとっても助かる」と、「り災証明書」だけでなく、義援金、支援金の支給、固定資産税の減免等においても、同システムが効果を発揮していることを語っています。

　このシステムは西宮市職員が災害の最中、まさに被災した住民のために、必要に応じて、開発したもので、高いIT能力のある職員がいなければできないわけではありません。また、職員が立ち上げ、運用すれば、コストもかかりませんし、仮に民間企業に委託した場合でも、20万円から約50万円弱程度です（埼玉県桶川市：約21万円、福井県敦賀市約46万円）。新たな設備としては特に必要なく、既存のパソコンがあれば十分対応できます。

　今回の震災で、改めて平時から、災害時に住民本位の行政サービスが提供される体制づくりを進める必要性が高まっています。そのために阪神・淡路大震災の教訓と実践に裏打ちされた同システムを平時に導入・運用していくことが極めて有益だと考えます。

　阪神大震災の現場から生まれた「被災者支援システム」の我がまちへの導入について提案させていただき、市長の認識と対応を伺います。
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パワステ「議会質問参考資料」「被災者支援システム」の普及・活用について（改訂版）

